
株式会社ラクト・ジャパン 代表取締役社長の小島新でござます。

本日は弊社のオンライン会社説明会にご参加いただき誠にありがとうございます。
まず私の方から、事業の概況、成長戦略、今期の業績、株主還元などについてご
説明させていただいた後、質疑応答に移りたいと思います。

それでは早速説明させていただきます。



本日皆さまに知っていただきたいことは大きく4つあります。

1つ目は、弊社は乳製品を中心に食肉加工品、機能性食品原料なども扱う食品原料
の輸入商社であるということ、

2つ目は、弊社の強みがグローバルな調達力、輸入・乳製品取扱量トップクラスの
シェア、アジアにて製造機能があるということ、

そして3つ目は、弊社の成長ドライバーとして機能性食品原料事業とアジアのチー
ズ製造販売事業があるということ、

最後4つ目は、弊社がいかに積極的な株主還元への取組みをしているかということ
を知っていただければと思います。



それでは、まずはじめにラクト・ジャパンについてご説明いたします。



弊社は設立が1998年5月、今年で創業28年目となります。本社住所は東京の日本
橋、資本金は昨年の11月末時点で12億900万円です。

事業内容は、乳製品、食肉加工品、機能性食品原料等の商社業、ならびにアジア
の子会社におけるチーズ製造販売事業となります。

東証プライム市場に上場しており、現在従業員は約400名です。



弊社の国内における主力事業は、乳製品、食肉加工品、機能性食品原料などの食品
原料の輸入販売です。



弊社が取り扱っている食品原料は、実は皆さまの身近な食品に広く使われています。

例えば、乳原料の場合、アイスクリームであったり、ヨーグルト、チョコレート、
育児用粉乳といった製品の主力原料として使用されています。

また、チーズの場合はピザであったり、食肉原料の場合は、ハム・ソーセージ、鶏
肉加工品、他にも機能性食品原料部門が扱う高たんぱく原料はスポーツプロテイン
の主要原料として使用されています。

これらの食品以外にも幅広い食品の原料として使われており、食品以外では、飼料
業界において多くの乳製品が使用されています。



弊社は、世界の乳業メーカー、食肉加工メーカーよりさまざまな業務用の食品原
料を輸入し、乳業メーカー、食品メーカー、菓子メーカー、飲料メーカー、食肉
製品メーカーといった多くの食品メーカーに販売しています。

弊社が取り扱う食品原料は、普段皆さまが直接目にする機会はほとんどありませ
んが、これらの原料を多くの食品メーカーの皆さまが主要原料として使用し、先
ほどのスライドにあったような製品に形を変えて皆さまのお手元に届いています。

乳製品の場合、国内保護の観点から非常に複雑な輸入制度となっており、非常に
厳しい品質基準が求められます。弊社は、それらの制度基準にしっかり対応しつ
つ、販売先のニーズに合った食品原料を輸入、販売しています。



こちらは弊社の事業部門別売上構成となります。

全体の66.8%は乳原料・チーズ部門の売上となり、こちらの部門は創業以来の主
力事業となっています。海外からバターやチーズ等を輸入し、乳業メーカー・菓
子メーカー・飲料メーカー等に販売しています。

全体の12.7%は食肉・食材部門の売上となります。こちらの部門では、海外より
主に豚肉を輸入し、食肉加工メーカーや卸売業者に販売しています。

全体の3%は機能性食品原料部門の売上となります。こちらの部門では、さまざま
な機能性食品原料をスポーツプロテイン業界や、食品業界に販売しています。

これら3つの国内向けの事業に加え、全体の15.9%は海外事業による売上となりま
す。そのうち、12.6%は乳製品の商社業、3.3%はチーズの製造販売事業による売
上となります。日本以外の海外、東南アジアを中心として幅広く乳製品を輸入、
販売しており、また、それらの地域で自社で製造したチーズ加工品を販売してい
ます。



こちらは、弊社の創業以来の連結売上高の推移となります。弊社の歩みと合わせ
て簡単にご説明いたします。

1998年の設立とほぼ同じタイミングでシンガポールに現地法人を設立いたしまし
た。2003年にはチーズ製造販売事業を開始し、2005年には食肉加工品の事業を開
始しています。その後順調に事業が拡大し、2015年東証二部に上場を果たすこと
ができました。その2年後には一部指定となっています。

その後、コロナ禍もあり一時停滞する時期もありましたが、2020年に機能性食品
原料の販売をスタートし、2022年には東証プライム市場に移行いたしました。

その後、さらに事業を拡大することに成功し、昨年は創業以来最高の売上高1,709
億円を達成することができました。



続きまして、弊社の特徴と強みについてご説明いたします。



弊社の特徴と強みは大きく3つあります。

1つは調達力、1つは輸入乳製品取扱量トップクラスのシェア、もう1つが商社機
能に加えてメーカー機能を持っているという点です。



はじめに調達力についてご説明いたします。

弊社は、海外の主要な乳産地の優良なサプライヤーから乳製品原料を調達してい
ます。

また、BCPの観点から多様な調達先を確保し、お客さまへ安定供給を行っていま
す。



世界の三大乳産地は、ヨーロッパ、北米、オセアニアとなりますが、それらの地
域に弊社は調達拠点、現地法人を設けています。

それらの調達拠点に乳製品のプロフェッショナル人材を派遣し、現地の最新の情
報収集、ならびに現地のサプライヤーとの関係構築を行い、弊社のグローバル調
達力を強化しています。



続きまして、「輸入乳製品取扱量トップクラスのシェア」についてご説明いたし
ます。

弊社は非常に多くの輸入乳製品においてトップシェアを持っており、国内の主要
な食品産業のほとんどの大手・中堅企業に乳原料やチーズを販売しています。

先ほども少し触れましたが、乳製品の輸入には非常に複雑な制度があり、また非
常に多くの品目・規格が存在しますので、乳製品の取扱いにあたっては高度な専
門知識が必要となります。

その点、弊社は創業以来乳製品のプロフェッショナル人材が豊富に揃っており、
また、若手の育成にも力を入れています。弊社に入社した若手はもちろんゼロか
らスタートしますが、5年、10年、と経験を重ねいくうちに、優秀な乳製品のプ
ロフェッショナル人材として育っています。



こちらは日本における乳製品の総輸入量に対する弊社のシェアを示したグラフと
なります。

2023年度、約455万トンの乳製品が日本に輸入されており、そのうち弊社は約
35%という非常に高いシェアを持っています。



続きまして、商社機能に加えてメーカー機能を持っているという強みについてご
説明いたします。

弊社では、創業から間もなくチーズ製造販売事業を開始し、20年以上の歴史があ
ります。創業以来、東南アジアを中心として幅広い食品業界への乳製品の営業を
続けてまいりました。その結果、それらの地域における販売ネットワークを強化
することができ、それによって自社で製造したチーズの販売量を年々増やすこと
ができました。

製造業というのは、商社業、卸売業と比較して非常に利益率が高く、グループ全
体におけるチーズ製造販売事業の利益貢献度は年々高くなっています。



弊社は、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、中国に
現地法人・営業拠点を持ち、乳製品の商社業を行っています。

それに加えて、シンガポール、タイ、インドネシアではチーズの加工工場を持ち、
業務用のプロセスチーズやナチュラルチーズの加工品を、これらの販売拠点を通
じて東南アジアの主要各国、ならびに東アジアの中国、香港、台湾といった国々
に販売を行っています。



続きまして、弊社を取り巻く事業環境についてご説明させていただきます。



こちらは農林水産省が公表している日本国内の食料の消費量の統計データとなり
ます。ご覧のとおり、牛乳・乳製品はあらゆる食料の中で、国内で最も消費され
ていることがわかります。



こちらは、日本における乳製品の消費量、生産量、輸入量の推移となります。

灰色の棒グラフが国内生産量、緑色の棒グラフが輸入量の推移となります。ご覧
のとおり、年々、輸入比率が高くなっていることがわかります。

また、2023年度1,170万トンの乳製品が消費されており、そのうち約62%にあた
る732万トンが国産でまかなわれています。そして、全体の約38%が輸入でまか
なわれているという状況です。



こちらは、日本の酪農家、ならびに乳牛頭数の推移となります。

緑色の棒グラフが酪農家の戸数の推移となりますが、1963年の約42万戸に対して
昨年度は約1万戸と、ピーク時の約37分の1まで減少、酪農家の数が減ってしまっ
ています。

また、緑色の折れ線グラフは乳牛頭数を示していますが、1985年の211万頭に対
して昨年度は129万頭と、ピーク時の約3分の2まで減っています。

酪農家の高齢化であったり、後継者不足、コストアップ、これは特に飼料原料の
コストアップによる生産性の悪化という要因を背景に、残念ながら酪農家の数、
乳牛頭数というのは減ってしまっている状況です。



こちらは、チーズの消費量、ならびに輸入量の推移となります。

灰色の棒グラフが総消費量、黄色が輸入量となります。チーズは、日本国内で輸
入されている乳製品の中で最も輸入量が多い乳製品です。

ご覧のとおり、チーズは全体の約80%を輸入に依存しており、輸入がなければ国
内の需要が全く回らないというような品目になっています。



こちらは、豚肉の国内の需給を示したデータです。

左側のグラフは、推定出回り量、つまり豚肉の国内の消費量、ならびに輸入比率
を表したグラフとなります。豚肉の総消費量は年々少しずつ増えており、輸入比
率に関しても年々少しずつ増えていることがおわかりいただけるかと思います。

一方で、右側のグラフは、養豚農家の数、ならびに豚の飼養頭数の推表となりま
す。棒グラフが養豚農家の数ですが、年々減ってしまっていることがわかります。
また、豚の飼養頭数に関しても微減という状況です。

先ほどの酪農家の数、国内乳製品の生産量、ならびに国内の豚肉の生産量は、残
念ながら減ってしまっている状況であり、食料安保の観点からは非常に深刻な問
題で、日本政府も色々な手立てを打っています。しかしながら、現状ならびに今
後推定される環境を勘案いたしますと、日本国内の需要を満たすためには今後さ
らに輸入依存度が高くなっていくものと考えています。



続きまして、さらなる成長に向けた取組みについてご説明させていただきます。



弊社の成長分野として、機能性食品原料事業、ならびにアジア・チーズ製造販売
事業の2つがあります。



はじめに、機能性食品原料事業に関してご説明いたします。



弊社の機能性食品原料事業がターゲットとしているのは、健康を軸としたヘルス
ケアフード市場であり、こちらは、その推定市場規模のデータとなります。

特定保健用食品や、栄養機能食品、機能性表示食品等を中心とした健康食品・サ
プリメントの市場は1兆2,382億円の規模です。

これに健康訴求の食品・飲料のマーケットを加えますと、トータルの市場規模が
2兆4,748億円といわれています。非常に大きな市場をターゲットとしています。



弊社の機能性食品原料事業においては、現在高たんぱく原料を主力アイテムとし
て販売しています。この高たんぱく原料は、昨今急激に需要が増加し、この事業
の大きな収益源となっています。今後もこの高たんぱくに関しましてはさらに需
要が伸びるといわれています。

この高たんぱく原料以外のアイテムとして、機能性食品原料の新規商売が昨今増
えてきています。まだまだ売上や物量は高たんぱく原料と比較すると少ないので
すが、非常に付加価値の高く利益率の高い商材であり、今期の同部門における利
益貢献度は前期対比で非常に高くなっています。

具体的に機能性食品原料がどういったものかと申し上げますと、例えば、免疫機
能であったり、安眠効果、美容効果、ダイエット効果、効能が期待できる原料と
なります。

今後、日本市場においては少子高齢化が進むといわれていますが、こういった健
康訴求の機能性原料の需要は今後も拡大するといわれています。

機能性食品原料事業におきましては、主力の高たんぱく原料に加え、今後伸びて
いく機能性食品原料の需要をしっかりと取り込み、さらなる事業の拡大を目指し
てまいります。



続きまして、アジア・チーズ製造販売事業についてご説明いたします。



こちらは1人あたりの年間のチーズ消費量を、それぞれの地域、国で示したデータ
となります。右下のカッコ内に関しましては、それぞれの国の輸入量、輸出量か
ら弊社にて算出した参考値となります。

ご覧のとおり、ヨーロッパやアメリカ、オーストラリアに比べて、日本をはじめ
としたアジアの国々ではまだまだチーズの消費量が少ないことがわかります。逆
に言えば、まだまだ伸びしろが大きいということがいえるかと思います。

アジアにおける食の西洋化というのは急激に進んでおり、乳製品ならびにチーズ
に関しては、今後さらに消費が伸びる余地が十分あるということがわかるかと思
います。



ここで弊社シンガポールの新工場について少しお話いたします。

弊社はシンガポールで約20年以上チーズ製造業をやっていますが、工場の製造能
力がいっぱいになってしまい、この度新工場を建設することを決定いたしました。

現在建設中であり、年内には完成予定、来年度からの本格稼働を目指しています。

先ほど申し上げましたとおり、アジアにおけるチーズの消費量は今後間違いなく
伸びていくといわれていますので、その伸びていく需要を確実に取り込んでいく
生産体制の増強を行っています。



こちらは、チーズ製造販売部門における販売数量、ならびに今期の着地見込み、
将来の目標となります。

今期2025年11月期は、約6,600トンの着地見込みとなっています。

7年後の2032年11月期におきましては、今期の約2.3倍の1万5,000トンをターゲッ
トとしてまいります。
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続きまして、2025年11月期中間期連結業績および通期連結業績予想についてご
説明いたします。



まず、中間期の業績ですが、売上・利益ともに過去最高の結果となりました。

売上に関しましては、全部問で前年同期の売上を上回り、2桁の増収となっていま
す。利益に関しましては、前期発生した一部商品の品質不良に関わる保証金6.5億
を営業外収益として計上いたしましたが、この一過性の収益を除いたとしても、
過去最高の利益を達成することができています。



こちらは、通期連結業績予想の修正内容についてです。

上期の好調な業績、ならびに足元の受注動向を勘案いたしまして、通期業績予想
と期末配当予想を上方修正し、通期に関しても過去最高の結果を目指してまいり
ます。

具体的に申し上げますと、売上高で1,880億円、経常利益60億円、当期純利益43.5
億円を目指します。

また、配当に関しましては、期初予想対比32円増配の132円を目指します。これ
を達成いたしますと、長年の目標であった配当性向30%以上を達成することがで
きます。



続きまして、株主還元と株主優待についてご説明いたします。



こちらのグラフは、配当金ならびに配当性向の推移となります。

好調な業績を継続できたことから自己資本比率は上がり、年々、財務基盤も強化
してきました。その結果、毎年少しずつですが、配当金を増やし、配当性向も上
げていくことができました。

弊社は、株主の皆さまに対する適切な利益還元、これを重要な経営課題と考えて
います。今後、さらなる財務体質の改善、強化を行い、もちろん将来の成長のた
めの必要な投資資金、ならびに内部留保はしっかりと確保した上で、株主還元の
強化に取り組んでいきたいと思っています。



続ききまして、こちらは株主優待制度の内容となります。

2コースありまして、Aコースは、保有株式数100株以上300株未満、継続保有期間
2年以上の株主の皆さまに対する優待となり、弊社が選定した3,000円相当の商品
カタログの中から選んでいただく内容となっています。

また、Bコースは保有株式数が300株以上、継続保有期間が2年以上の株主さまへ
の優待で、5,000円相当の商品をお選びいただくこととなっています。



こちらは、2024年度のAコース 3,000円相当の優待カタログの内容となります。

チーズセットや、バターセット、洋菓子、アイスクリーム、ケーキ、肉製品など
が含まれています。



こちらは、直近の弊社の株式の状況です。
9月10日の終値は4,195円となっています。PBRは1倍を超え1.42倍、ROEは12.1%
という状況です。



以上、ご説明しましたとおり、弊社は乳製品の販売において非常に高いシェアを持
っており、業界における存在感、知名度、ならびに弊社に対する調達供給依存度は
年々高くなっています。

日本国内における需給調整役としての機能をさらに高め、調達力を強化し、資本効
率、利益率の高い商売の構築に力を入れてまいります。

また、成長エンジンである機能性食品原料事業においては、今後拡大が見込まれる
健康を軸としたヘルスケアフード市場の需要をしっかりと捉え、さらなる事業拡大
を目指し、また、同じく成長エンジンであるチーズ製造販売事業においては、弊社
の新しい工場にて製造体制を強化し、今後伸びていくアジア地域の需要をしっかり
と取り込んでいきたいと思っています。

これらの取組みを着実に実行し、企業価値向上、株主の皆さまにさらなる利益還元
ができる会社を目指していきたいと思っています。



以上で、私からの説明とさせていただきます。




	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39
	スライド 40
	スライド 41
	スライド 42
	スライド 43

